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背景（その１） 農林水産物・食品輸出の推移と見通し

2010年 2030年
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出典：農林水産政策研究所「人口減少局面における食料消費の将来推計」（2014年６月）
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出典：農林水産政策研究所「世界の飲食料市場規模の推計」（2019年３月）

・ 人口減少下で、国内の食品市場規模は縮小する見込み。一方、人口増加や経済成長に伴い、世界の食料需要
は2015年の890兆円から2030年には1,360兆円に増加する見込み。

・ 我が国の農林水産業及び食品産業が発展するためには、更なる輸出拡大が不可欠。

農林水産物・食品の輸出実績 国内の食料支出総額の変化（指数）

世界の飲食料市場規模（推計）
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背景（その２） 更なる輸出拡大のための課題① 輸出先国との協議
・ 輸出できる農林水産物及び食品の品目や対象国を増やすためには、輸出先国との協議を通じた輸出解禁を加速化
する必要。

・ アジアを中心に、輸出先国への施設登録など輸入食品の安全性に関する規制が強化される方向にあり、協議の更な
る対応強化が必要。

・ 協議手続を前に進める重要な局面では、政府が実施する輸出入に関する食品安全等の交渉を一体的に実施する
体制整備が必要。

協議の例
放射性物質規制

－ 中国などの20か国・地域で、一部地域の輸入禁止又は放射性物質の
検査証明を要求。例えば中国には新潟米除く10県の食品や全国の
青果物等、台湾には5県の食品、香港には福島の青果物や乳飲料が
輸出できない。規制の撤廃・緩和に向けて協議中。

食肉の食品衛生・動物衛生協議

－ 中国、韓国、チリ、トルコなど多くの国に対し、牛肉・豚肉の輸出解禁を
協議中。食肉については、食品安全（厚労省が人の健康影響を担
当）と動物衛生（農水省が担当）の協議が必要。

ペルー向け水産物協議

－ ペルー向けの水産物の衛生条件について協議中。

食品安全に関する規制強化の例
中国の衛生証明書（未実施）

－ 中国向けの畜水産物、茶、加工食品、アルコール飲料の輸出につ
いて、中国政府は、公的証明書の提出を義務付ける意向を表明。

台湾の牛肉
－ 台湾は昨年７月に衛生管理基準を厳格化。

タイの青果物
－ タイ向けの青果物輸出について、昨年８月から選果・梱包施設が

タイの衛生基準を満たしている旨の証明書が必要となった。

輸出解禁交渉にはハイレベルの関与が不可欠

主な食品輸出先国の規制緩和に向けて、閣僚レベルや高級事務
レベルといったハイレベルでの交渉を実施。
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背景（その３） 更なる輸出拡大のための課題②
輸出先国の食品安全等の規制への対応するための国内環境の整備

国内体制整備の諸課題の例 ※相手国との協議が必要なものを含む

対米・対EUを中心に、多くの国で食肉輸出には、HACCP施設認定が必要
だが、認定までに時間がかかる。
（例：農林水産省補助金で建設した食肉施設で、竣工から対米・対ＥＵ
向けの認定までに2年以上かかった施設があった）

欧米向けの牛肉のHACCP施設の認定

農産物・畜水産物の証明書の発行

EU向けのホタテ輸出には、地方自治体が生産海域を指定し、水質等の
モニタリングを行う必要があり、指定されていない海域で養殖されたホタテ
は輸出できない状況。

米国向けの活カキ輸出には、厚労省及び農水省が日本版貝類衛生プロ
グラムを策定し、米国の承認を受けた上で、海域モニタリングが必要。

欧米向け水産物の生産海域モニタリング

EU向けの乳製品輸出には、厚労省や地方自治体等による公的な動物用医
薬品等の残留物質モニタリングが必要。

EU向け乳製品の残留物質モニタリング

海外の食品添加物・農薬規制への対応

・ 関係省庁間や、国と都道府県が一体となって国内体制の整備に取り組む必要。
・ 農林漁業者や食品事業者は、食品安全等の規制について十分な知識を有していないことが多く、民間事業者は独力
では、このような課題を解消できない。このため、輸出拡大のためには、行政による技術支援・コンサルティングが不可欠。

国によっては同一の輸出物に対して保健所から食品衛生証明書、水産
庁から放射性物質証明書が必要になるが、省庁が異なるため相談、申
請・手続が煩雑。

タイ向けの青果物輸出について、昨年８月から新たに選果・梱包施設が
タイの衛生基準を満たしている旨の証明書が必要となった。

畜産物や水産物の輸出について、衛生証明書の発行が必要な産品につ
いて、発行までに時間を要する場合もあることから早期に発行できるよう
柔軟な対応を求める声がある。

輸出先国で認められていない天然着色料について安全性について詳細な分
析データが求められ、民間事業者だけでは対応困難。
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輸出促進法の制定
・ 「農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律」（輸出促進法）が成立し、本年４月１日に施行。
・ これまで、農林水産物及び食品の輸出拡大に向け、日本食のプロモーション等の取組を実施。更なる輸出拡大
のためには、輸出先国による食品安全等の規制等に対応するため、政府が一体となって取り組むための体制整備
が必要なため、本法を整備。
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・輸出証明書発行
・生産区域指定
・加工施設認定
民間の登録認定機関による認定も可能とする

・輸出先国との協議 ・輸出円滑化措置（証明書発行・施設認定等） ・事業者支援 等

・食肉加工施設の認定等のスピードアップ ・輸出先国との協議の一体的実施 等

農林水産大臣（本部長）
総務大臣、外務大臣、財務大臣、厚生労働大臣、経済産業大臣、国土交通大臣等

農水大臣
・日本政策金融公
庫による低利融資、
債務保証 等

事業者

輸出事業計画
の認定 支援

都道府県等主務大臣
（農水、厚労、財務）

農林水産物・食品輸出本部（農林水産省に設置）

基本方針の策定

実行計画（工程表）の作成・進捗管理

輸出円滑化措置 事業者支援



農林水産物・食品輸出本部による司令塔組織の創設

海外の食品安全等の規制に関する相談窓口の一元化
（補正0.2億円、当初１億円）

輸出意欲のある事業者からの輸出先国の規制内容や証明書申
請等に関する相談に一元的に対応するため、相談内容のデータ
ベース化などの体制整備

輸出証明書の申請・交付のワンストップ化（当初７億円）
輸出のために必要な証明書の申請から受け取りまでワンストップで
可能となるよう、利便性の高い一元化システムを構築

輸出先国が求めるデータ収集や課題対応のための調査等
（補正１億円、当初３億円）

輸出先国の規制の緩和・撤廃に必要な情報や科学的データの収
集・分析、外国政府の規制担当行政官の我が国への招へい、各
国専門家集団を対象とした情報提供など規制緩和交渉を推進

・ 輸出促進法に基づき、本年４月１日に農林水産大臣を本部長とする輸出本部を設置し、輸出先国との協議や
手続の迅速化を図る。

・ 輸出本部の事務局として、農林水産省に「輸出先国規制対策課」を新設。
・ 輸出に関する相談窓口の一元化、輸出証明書の申請・交付のワンストップ化等を実現し、民間事業者の負担を
軽減。そのための予算を措置。
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農林水産物・食品輸出本部（農林水産省に設置）

（本部長）
農林水産大臣

（本部員）
総務大臣
外務大臣
財務大臣
厚生労働大臣
経済産業大臣
国土交通大臣 等

（事務局）
農林水産省 食料産業局 輸出先国規制対策課（50名程度）

（本部の事務）
・輸出促進に関する基本的な政策の企画立案及び推進
・輸出に関する関係行政機関の事務調整
・基本方針の策定
・実行計画（工程表）の作成・進捗管理

予算措置（令和元年度補正、令和２年度当初）



基本方針及び実行計画（工程表）

基本方針の主要事項 実行計画（工程表）

輸出先国の政府機関との協議に関する事項
ー 輸出先国との協議についての各省の具体的な分担・
連携関係

ー 輸出を拡大するために協議を戦略的に進める必要の
ある国・品目についての考え方 等

輸出を円滑化するために必要な証明書の発行その他の手
続の整備に関する基本的な事項
ー 証明書の発行等についての各省や国と都道府県等の
具体的な分担・連携関係

ー 都道府県等が遅延なく事務を行えない場合には国が
直接事務を行うことを明記 等

対応済みの項目
１国内対応
米国及びEU向け牛肉処理施設のHACCP認定
EPA原産地証明書の効率化・簡素化

２相手国・地域との協議への対応
EU向け家きん肉の輸出解禁
台湾向け牛肉の施設認定権限の移譲
タイ向け豚肉の輸出解禁
ベトナム向けりんごの検疫条件の緩和

大きな進捗があった項目
放射性物質規制の撤廃又は緩和

（【撤廃】:ブルネイ、フィリピン【緩和】:米国、マカオ、EU、EFTA４カ国、シンガポール）
中国向け牛肉
（動物衛生検疫協定の署名、BSE・口蹄疫解禁令公告）
EU向けホタテの生産海域指定

新たに追加した項目
米国向けワイン・蒸留酒の容量規制

【工程表No.1、5】
【No.24】

【No.40】
【No.64】
【No.76】
【No.94】

【No.38】

【No.113】

輸出促進に関する基本方針、実行計画（工程表）を作成し、関係行政機関の事務の調整や進捗管理を行うことに
より、政府一体となった輸出の促進を図る。

【No.12】

【No.49】
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など計2８項目

など計３１項目

など計1４項目

最初の工程表（2019年６月）の101項目と、その後の
追加項目（14）のうち、対応済みのものも含め59項目で
進展。引き続き87項目を対応。



（参考）実行計画（工程表）の例
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Ⅰ　国内対応

１２月 １月 ２月 ３月 ４月以降

【北海道】

【青森県】

Ⅱ　相手国・地域との協議への対応

１２月 １月 ２月 ３月 ４月以降

中国 牛肉の解禁協議 ・2019年11月、Ｇ２０外務大臣会合の機会

に両国政府間で日中動物衛生検疫協定に署

名。日本産牛肉の対中輸出再開に向けた両

国間の調整の加速化が期待される。

・2019年12月、中国側によるBSE、口蹄疫

に関する解禁令の公告

No
対象国

・地域
対象となる事項 現状

対応スケジュール
輸出可能性(注 )

12 EU 4.2億円程度（対

EU輸出金額

（2016年）から

推計）

ホタテの輸出には生産海

域の水質モニタリングが

必要

（海域指定とは別に施設

の対EU・HACCP認定が必

要

EU向け輸出ホタテガイ生産海域は、北海道

で６海域、青森県で１海域が指定されてい

る。

関係者（北海道、東北地方）からの海域指

定を希望する声あり。

北海道（根室海峡（野付）海域）及び青森

県（陸奥湾西部海域）を海域指定し、2019

年12月26日に、EU当局へ通報済み。

対象となる事項No
対象国

・地域
現状

対応スケジュール
輸出可能性

49 41.3億円

（2018年の香港

向け牛肉輸出実

績）

(中国の名目GDP

は香港の約35倍)

厚
労
省
が
E
U

当
局
へ
通
報

北
海
道
が
海
域
指
定

海域モニタリング実施に向けた準備

①農水省及び厚労省は、北海道によるモニタリングの実施体制構築に向けて支援

②北海道によるモニタリングの実施体制構築が必要
③国は、海域指定に対応したモニタリングの支援に必要な予算を確保

④北海道又は事業者は、海域指定に対応したモニタリングに必要な予算の確保が必要

海域モ

ニタリ

ングの
実施

道
の
承
認
申
請

厚
生
局
の
承
認

EU当局による

域内審査、リスト掲載手続

海域モニタリング実施に向けた準備

①農水省及び厚労省は、青森県によるモニタリングの実施体制構築に向けて支援

②青森県によるモニタリングの実施体制構築が必要
③国は、海域指定に対応したモニタリングの支援に必要な予算を確保

④青森県又は事業者は、海域指定に対応したモニタリングに必要な予算の確保が必要

海域モ

ニタリ

ングの
実施

EU当局による

域内審査、リスト掲載手続

厚
労
省
が
E
U

当
局
へ
通
報

青
森
県
が
海
域
指
定

県
の
承
認
申
請

厚
生
局
の
承
認

【対応方針】

厚労省及び農水省は、中国向けの輸出解禁に向けて協議を実施

日本産牛肉の輸出再開に当たり今後必要なステップ：

①中国側による、我が国の食品安全システムの評価

②牛肉に係る家畜衛生条件の設定

③輸出施設の認定・登録



輸出にかかる証明書発行、区域指定、施設認定の法定化
・ これまで国や都道府県等が通知に基づいて行っていた、輸出に必要な①輸出証明書発行、②生産区域指定、③加
工施設認定を法定化。

・ 輸出促進法の対象は、輸出先国の法令又は二国間の合意に基づいて、日本国政府又は地方自治体による証明書
発行等が求められているもの。
（輸出先国によっては、日本側に手続を求めていない規制や、輸出先国での更なる審査・登録が必要な場合もあることに留意。）

・ 民間認証（GLOBAL.G.A.P.等）は、輸出促進法に基づく①輸出証明書発行、②生産区域指定、③加工施設
等認定（第15条～第17条）の対象外。ただし、輸出事業計画の認定（第34条）を受けた場合の支援措置の
対象には、民間認証を活用した輸出の取組も含まれる。

・ 動植物検疫については、家畜伝染病予防法と植物防疫法に基づく手続が、別途必要。

農林水産物・食品の輸出に関係する認証等

輸出促進法
第15条～
第17条
の対象

輸出促進法第34条
（輸出事業計画）
の認定を受けた場合
の支援措置の対象
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輸出証明書の発行
・ 輸出しようとする農林水産物・食品について、輸出先国の食品安全基準に適合することや、日本国内において流通
可能であること等を示す輸出証明書を、国や都道府県等が発行するための手続を法定化。

・ 動植物検疫に関する証明書については、家畜伝染病予防法と植物防疫法に基づく手続が、別途必要。
・ 輸出促進法の施行により、一部の輸出証明書の申請先・発行場所が変更されるので要注意。

証明書の種類 ４月１日以降の申請先・発行場所

・ 衛生証明書
輸出される農林水産物又は食品が、輸出先国の政府
機関が定める衛生基準に適合することを証明

・ 放射性物質検査証明書等
輸出先国の政府機関が定める放射性物質等に関する
基準に適合することを証明

・ 自由販売証明書
輸出される農林水産物又は食品が、日本国内において
製造又は加工され、かつ流通することが可能であることを
証明

・ 漁獲証明書
輸出される水産物等が、輸出先国の政府機関が定める
水産資源の管理に関する基準に適合することを証明

申請先が変更となる
輸出証明書の種類 ４月１日以降の申請先・発行場所

自由販売証明書

・地方農政局等（北海道農政事務所、沖縄総合
事務局を含む。以下同じ。）
［専用システムによる電子申請、NACCS申請］

※１ 証明書は、申請先のほか、農林水産省本省、
地方農政局等、県域拠点等でも受け取れる。郵
送での交付も可能（送料の負担が必要）。

※２ 水産物に係る原発事故関連の証明書の申請方
法は、従来と同じ。（入力項目が一部変更。）

※３ 自由販売証明書の書面による申請も、当面の
間は受け付ける。

・一部の都道府県（水産物に係る原発事故関連
の証明書のみ）

水産物に係る原発事
故関連の証明書
（放射性物質検査証
明書等）

水産物の衛生証明書
（インドネシア・
ナイジェリア・ブラ
ジル向け）

・（一財）日本食品検査［メール又はNACCS申請］
<4月１日より国による申請受付・発行を追加>
・農林水産省本省及び地方農政局等（インドネシ
ア、ナイジェリア向け）
・厚生労働省地方厚生局（ブラジル向け）

［書面・メール申請］

※来年度中に構築予定の一元的な証明書発給システムの運用状況や輸出先国との協議の結果を踏まえ、今後、申請先・発行場所等が変更になる輸出証明書があれば、順次周知。

10



生産区域の指定、EU向け水産食品
（ニ枚貝の生産海域の指定や市場の認定に向けた手続等）

県（新） 県（旧） 国（新） 国（旧）

情報収集 県 県 農水省 現行規定
なし

生産者等との調整 県 県 県／農水省

国の調整先 農水省 地方厚生局 －

EUへの通報 農水省 厚労省 農水省

県（新） 県（旧） 国（新） 国（旧）

モニタリング
計画の作成

県
（農水省と調整）

県
（地方厚生局と調整）

国
（県と調整）

現行規定
なし

サンプリング 都道府県職員又
は知事等が適切
と判断した者

都道府県職員又は知
事等が適切と判断し

た者

農水省職員等、食
料産業局長が適
切と判断した者

二枚貝の生産海域の指定

＜指定後のモニタリング＞

＜指定のための手続＞

・ ４月１日より、EU向けに二枚貝を輸出するために必要な生産海域の指定等を、都道府県等に加え、農林水産省
（国）が実施できることとする。
－ 国が指定する場合、地方自治体にデータ提供や地元生産者の調整を協力依頼し、農林水産省が情報収集・取りまとめ。モニ

タリングについては、指定時に国又は地方自治体で実施することを調整。
－ これまで地方自治体が指定した海域のモニタリングは、引き続き地方自治体で実施。

・ 今後、EU向け二枚貝（ホタテ以外）、米国向けの二枚貝の海域指定を進めていくことが課題。
－ 指定されていない海域の水産物は輸出できない。

海域指定の状況

・ EU向けホタテ
－ 指定済み：北海道６、青森１

－ EU当局に通報：北海道１、青森１

・ EU向けカキ
－ 指定ゼロ

－ 都道府県、生産者等の関係者と連携し、指
定に向け対応中

・ 米国向け二枚貝
－ 指定ゼロ

－ 海域指定の前提となる「貝類衛生プログラ
ム」を作成中 11



加工施設等の認定

認定の対象となる施設の例

施設認定に求められる要件の例

・ 食品加工施設（と畜場、食肉処理場、水産加工場など）
（EU、米国向け畜水産物、中国向け水産物など多数）

・ 漁船、養殖場（EU向け水産物）

・ 産地市場（EU向け水産物）

・ 青果物の選果場（タイ向け青果物）

４月１日以降の申請先・認定主体

申請先の変更を伴う
施設認定 ４月１日以降の申請先・認定主体

EU向け水
産物 加工施設

厚生労働省地方厚生局又は都道府
県知事等（調整中）

農林水産省

産地市場 農林水産省

米国向け水産物
厚生労働省地方厚生局又は都道府
県知事等（調整中）

登録認定機関

中国向け水産物 厚生労働省地方厚生局（調整中）

・ 輸出先国の法令などにより求められる輸出のための加工施設等の認定を法定化。EUをはじめ輸出先国によっては、
対象となる施設が広範囲にわたることに注意。

・ 施設の認定を受けるためには、施設の構造設備や衛生管理の基準を満たすだけでなく、国や都道府県等による製品
の検査、施設の定期的な検査等を受けることが求められる場合がある。
具体的な手続は、輸出先国別・品目別に主務大臣が定めてインターネットで公示する。

・ 認定施設で製造された食品について、輸出する荷口ごとの証明書も求められる場合があることに注意。

・ 今後、国と地方自治体の連携を図ることにより、認定手続を迅速化。

※ 植物防疫の観点から求められる生産園地及び選果こん包施設の登録は、
別途個別法令による手続きが必要。

・ HACCPによる衛生管理が行われていること
・ 輸出先国が求める施設の構造基準（作業の導線、床や壁の
材質等）に適合していること

・ 認定を受けた食肉処理施設や農場からの原材料（食肉、乳
など）を用いていること

・ 食肉や養殖水産物中の残留物質や微生物の検査を行うこと 等
12

※ 輸出食肉に係る施設認定等については、引き続き厚生労働省が実施。



国・品目ごとの手続の明記
輸出先国、対象品目ごとに、輸出証明書の発行、生産区域の指定又は加工施設等の認定手続について、農林水産
大臣、厚生労働大臣等がインターネットに公示し、手続を分かりやすくする。
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現在、輸出証明書の発行、生産区域の指定又は加工施設の認定の手続きが必要な国・地域と品目
輸出先国 対象産品

EU

牛肉、家きん肉、食肉製品、乳製品
家きん卵及び卵製品、ケーシング
ゼラチン・コラーゲン、水産物
ペットフード

米国 牛肉、水産物

アラブ首長国

連邦
牛肉

アルゼンチン 牛肉

インド 水産物、養殖水産動物用飼料

インドネシア 牛肉、水産物

ウクライナ 水産物

ウルグアイ 牛肉

オーストラリ

ア
牛肉、水産物、養殖等用飼料

カタール 牛肉

カナダ 牛肉、水生動物

輸出先国 対象産品

シンガポール
牛肉、豚肉、家きん肉
食肉製品、家きん卵製品
水産物

タイ 牛肉、豚肉、青果物

ナイジェリア 水産物

ニュージーランド 牛肉、水産物（二枚貝）

バーレーン 牛肉

フィリピン 牛肉

ブラジル
牛肉
水産物
飲料・酢

ベトナム
牛肉、豚肉、家きん肉
水産物

マカオ 牛肉、豚肉

マレーシア 牛肉、水産物

輸出先国 対象産品

ミャンマー 牛肉

メキシコ 牛肉、水産物

ロシア 牛肉、水産物

韓国 家きん卵、畜産加工品、水産物

香港

牛肉、豚肉、家きん肉
乳及び乳製品、
家きん卵及び卵製品
アイスクリーム類等
水産物、モクズガニ

台湾
牛肉、家きん卵及び卵製品
乳及び乳製品、水産物

中国 乳及び乳製品、水産物、錦鯉

各国共通

錦鯉（中国を除く）
キャビア、まぐろ類、めろ
原発事故関連証明書
自由販売証明書

※輸出促進法の政令及び省令の規定見込み事項）についてパブリックコメント中。
（政令規定見込み事項：輸出本部の庶務を行う課その他の輸出本部の運営に関する事項、輸出証明書の発行等に係る手数料の額、登録認定機
関の登録の有効期間、主務大臣の分担関係）
（省令規定見込み事項：法律の対象となる農林水産物を原材料とする加工品の範囲、輸出証明書の発行手続、生産区域の指定手続、加工施設
の認定手続、登録認定機関の登録等の手続、インターネット等を利用した公示手続）

上記とは別に、輸出先国、産品に応じて、植物検疫、動物検疫の手続きが必要。これらも含めた分かりやすい手続きの一覧を整備。（準備中）



登録認定機関制度

業務内容

輸出施設の認定

認定施設の定期的な確認

その他

登録基準
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認定を適確に行うための体制を有すること

農林水産物又は食品の取扱業者の支配を受けないこと

－施設が輸出先国の求める要件（設備の構造基準や衛
生管理基準等）に適合するかどうかを審査し、認定

－自ら認定した施設で製造されたものであることの証明書の
発行

－認定後も輸出先国の求める要件に適合しているかどうか
を現地調査

－施設で製造等された農林水産物又は食品の採取・分析

－委託を受け、国による施設認定の審査の一部を実施

・ 施設認定の迅速化を図るため、国又は都道府県等に加えて、専門的な知見を有するとして国が登録した民間機関
でも施設認定を実施できるよう、登録認定機関制度を創設する。

・ ただし、今後、登録認定機関による施設認定を認めてもらうよう輸出先国と協議を行う必要がある。
（現在、認められているのは、ロシア,ウクライナ,インドネシア,ナイジェリア,オーストラリア,米国向け水産物のみ。）

・ 国は、登録認定機関による施設認定業務の信頼性確保のため、改善命令や登録の取消し等必要な措置を講じる。
・ 申請に基づき、登録基準に適合する機関を農林水産大臣が登録する。
・ 登録基準への適合性は、（独）農林水産消費安全技術センターが審査する。

－認定の公平性を確保するための方針、体制を有すること
－認定に必要な人員や能力を確保していること
－認定業務を適確に行うために必要な手順を有すること
－認定業務を適確に行うために必要な規程の作成、記録の
管理を行うこと 等

－申請者が株式会社の場合、取扱業者がその親法人でな
いこと

－申請者が法人の場合、役員に占める取扱業者の役員又
は職員が二分の一以下であること

－申請者の代表が取扱業者の取扱業者の役員又は職員で
ないこと 等

※欠格事由
・輸出促進法又は輸出促進法に基づく処分への違反
・過去１年内に登録取消処分を受けたこと 等



地方自治体や民間の検査機関の体制強化支援

予算事業の流れ

15

予算事業
メニュー 支援内容 支援対象経費

①能力向上

・実務担当者向けの研修の参加・
開催や研修資料の作成

・検査機関が取得すべき国際規格
（ISO/IEC 17025）の認定取得

・研修参加費、旅費、
講師謝金等

・申請料、審査料、
旅費等

②体制強化

輸出に取り組む事業者のニーズに
対応するため、
・相談、申請受付、事前審査対応
を行う人員の増強

・窓口の新設、受付時間の延長等
によるサービス向上 等

・人件費、委託費、
使用料及び賃借料等

③検査機器の
導入・更新

・検査機器の購入・更新 ・機器購入・更新費、
消耗品費等

予算額 ： 令和元年度補正予算1.3億円、令和２年度当初予算2.8億円
補助率 ： ①，②は定額、③は１/２以内

支援内容

補助金額：上限2,500万円
下限 100万円

・ 証明書発行や施設認定等の迅速化のため、これらを行う都道府県、保健所設置市、特別区や民間検査機関等の
体制強化を支援。

・ 輸出促進法の施行に伴う地方自治体の事務について、令和２年度の地方財政措置（※）に追加。

(※)令和２年度地方財政措置（令和２年１月24日総務省報道発表「令和２年度の地方財政の見通し・予算編成上の留意事項等」より抜粋）
「農林水産物・食品の輸出の増加に伴い、地方公共団体が行う輸出証明書の発行等の事務量が増加する中で、「農林水産物及び食品の輸出の促進
に関する法律」（令和元年法律第57号）が令和２年４月１日から施行され、輸出証明書の発行を受けた者等に対する報告の徴収等の新たな事務が
地方公共団体に生じることを踏まえ、生活衛生等指導取締費に係る地方交付税措置について、道府県の標準団体で２名増員することとしている。」

※予算の成立時期によって公募時期変更可能性あり

農林水産省

補正：（公社）日本食品衛生協会
当初：公募中

証明書発行等を行う機関

②申請 ③審査、交付①公募
補正：２月中下旬頃
当初：３月中下旬頃



事業者に対する支援措置（融資）
・ 輸出促進のためには、海外の規制に対応した農林水産物・食品の生産者・事業者の育成が必要。
・ 輸出促進法に基づき、輸出事業計画に、食品等の流通合理化、製造過程の管理の高度化に関する内容を含めて
農林水産大臣の認定を受けた場合は、日本政策金融公庫による融資、債務保証等の支援措置の対象となる（公
庫による審査が別途必要。）。
これまで推進してきた「GFPグローバル産地計画」は、法律に基づく輸出事業計画として位置付け。

農林水産物・食品輸出促進資金制度の新設

①食品流通改善資金の拡充

②食品産業品質管理高度化促進資金
（HACCP資金）の拡充

公庫融資の対象
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（融資対象の拡充）
ー 輸出のための食品製造・流通施設の整備・改修

費用（冷蔵施設、機器整備等）
ー ハード整備と併せて行うコンサルティング等の

ソフト経費（拡充事項）
ー 海外における営業事務所の設置等（拡充事項）

（借入限度の拡充）
ー 融資額の上限20億円を撤廃し、事業費の80％ま

で融資可能となる（拡充事項）

輸出事業計画の認定と支援



食品産業の輸出向けHACCP等対応施設の整備

事業の内容

・ 加工食品等の輸出拡大により、食品製造事業者等の施設の新設（かかり増し経費）及び改修、機器の整備を
支援。 （令和元年度補正予算概算決定額6,794百万円、令和２年度予算概算決定額 1,472百万円）

・ 輸出事業計画（GFPグローバル産地計画）の認定を受けることにより優先的に採択。

事業イメージ
１．支援対象となる取組
① 加工食品等の輸出拡大に必要な製造・加工、流通等の施設の新設（かかり
増し経費）及び改修、機器の整備に係る経費を支援します。
・HACCP及びISO、FSSC、JFS-C、ハラール・コーシャ等の規格を満たす施設
・輸出可能な添加物を使用した製造ライン
・海外が求める有機製品の製造ライン 等

② 施設整備と一体的に行い、その効果を高めるために必要なコンサル費等の経
費（効果促進事業）を支援します。

２．事業実施主体（助成対象者）
食品製造事業者、食品流通事業者、中間加工事業者等
（農林漁業者が製造・加工、流通等の事業を行う場合も含む）

事業の流れ

国 都道府県等
食品製造事業者
食品流通事業者
中間加工事業者等１/２交付（定額） 17

輸出事業計画（GFPグローバル産地計画）を作成して農林水産大臣による
認定を受けることで、ハード・ソフト補助事業の優先的な採択の対象となる。

有機食品の製造ライン
(茶葉→荒茶への製造ライン)

ESL製法（賞味期限の延
長）のための装置

温度管理を要する装置・設備
の導入

空気を経由した汚染の防止
設備（パーティション）の導入



グローバル産地づくりの強化
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GFPグローバル産地づくり強化対策
－GFPグローバル産地計画策定等の支援

グローバル産地形成を具体的に進めるための計画策定、生
産体制の確立、事業効果の検証など、産地形成を本格的
に進める準備の取組を支援。

－GFPコミュニティの形成、輸出診断、新たな商社支援等
生産者等への輸出診断や、Web上での交流会によるGFP
登録者のコミュニティ形成を行うなど意欲ある生産者等に重
点的なサポート・情報を提供。また、生産者と輸出を行う商
社等との連携強化などの取組を支援。

輸出先国の規制に係る課題解決・国際的な認証取得等の支援
輸出の際に求められる食品安全に係る認証等の証明書や
水産エコラベルの国内外への普及、植物検疫上の課題解
決等に向けた取組を支援。

事業の内容

国 １/２以内
農
業
者
・

民
間
団
体
等

委託
都道府県

定額

定額

定額
事業の流れ

関連事業（優先採択等の措置を実施）

［優先採択等の対象となる主な補助事業］
－ 強い農業・担い手づくり総合支援交付金
－ 農業農村整備事業等
－ 浜の活力再生・成長促進交付金
－ 合板・製材・集成材国際競争力強化・輸出促進対策
－ 食料産業・６次産業化交付金
－ 林業成長産業化総合対策
－ 水産基盤整備事業

GFP（農林水産物・食品輸出プロジェクト）に基づき、以下の取組を通じてグローバル産地形成を支援
－ 輸出に取り組もうとする生産者等への輸出診断
－ ＧＦＰコミュニティ形成
－ 生産者と商社等の連携強化
－ 産地形成に必要な計画策定等支援、同計画に基づくソフト・ハード面の支援事業における採択への優遇措置
－ 国際的な認証取得・更新等への支援
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農林水産省：
食料産業局 輸出促進課 輸出対策強化特別チーム
（4/1以降は、輸出先国規制対策課となる予定です）
電話：０３－３５０１－４０７９
URL: https://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/index.html

各地方農政局：
北海道農政事務所 生産経営産業部 事業支援課 電話：011-330-8810
東北農政局 経営・事業支援部 地域連携課 電話：022-263-7071
関東農政局 経営・事業支援部 地域連携課 電話：048-740-0111
北陸農政局 経営・事業支援部 地域連携課 電話：076-232-4233
東海農政局 経営・事業支援部 地域連携課 電話：052-715-3073
近畿農政局 経営・事業支援部 地域連携課 電話：075-366-4053
中国四国農政局 経営・事業支援部 地域連携課 電話：086-230-4246
九州農政局 経営・事業支援部 地域連携課 電話：096-211-9334
沖縄総合事務局 農林水産部 食料産業課 電話：098-866-1673
※各地方農政局の地域連携課は、4/1以降、輸出促進課（仮称）となる予定です。
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